
議員派遣行政視察報告書 
 
 
 
 
・視察期間  平成２９年２月８日（水）～平成２９年２月９日（木）１泊２日 
 
 
 
・視察先   長野市  都市内分権について 
       上田市  地域内分権および総合支所制について 
 
 
 
・視察議員  山 田 ますと 
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はじめに、 

今回の行政視察は、西宮市役所にとりましても、少子高齢化など、社会情勢の変化に伴い、複

雑化する住民ニーズへの対応のため、地域と行政が協働して諸課題を解決する体制づくりが必

要になってきました。地域行政においては、縦割りの弊害が如実に現われ、いくつもの地域支

援策が反対に地域の負担になりかねない状態です。 

本庁においては、支所機能がないことから、地域と行政との関係性が薄く、地域の実態が把握

できていないという課題があります。 

新たな地域行政のあり方を模索する新年度重要テーマの一つであることから、市民協働推進課

の松野係長さんに同行いただきました。 
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長野県長野市行政視察報告 

 

 
（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

 
（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

平成 29 年 2 月 8 日（水） 
13:30～16:30 
面談者：長野市市民生活部地域活動支援課 
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（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

 
（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

 

 
（出典：長野市役所 地域活動支援課） 
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（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

 
（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

 
（出典：長野市役所 地域活動支援課） 
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１.長野市が推進する「都市内分権」を実現させる手法について 
【支所職員などの支援】 
 ・支所長が地区活動支援担当として、地区のまちづくり活動の支援をする 
（各会議へ参加し助言・調整、住民自治協議会と市関係課との調整など） 
 ・本年度から支所長補佐が「地域きらめき隊」として、地区の課題解決や地域資源の発掘・

活用など、地域住民の主体的な活動を促し、住民団体等と共に考え、協働し実践する業務を追

加した。 
【住民が地域での課題解決等進める為の資金援助】 
 ・住民自治協議会の活動経費への支援「地域いきいき運営交付金」 
・地域課題の解決のため資金の援助の為、提案型補助金「地域やる気支援補助」 
 ・地区内の課題解決の為、地域内団体へ「支所発地域力向上支援金」を補助 
  
２.住民自治協議会について 
【住民自治協議会の組織について】 
地区の特性を生かした活動を総合的に行う住民主体の自治組織。 

設立時に廃止した市全体の区長連合会（＝自治会）に参加していた各種団体組織を基に、住民

自治協議会の中で各種部会を構成している。 
各種団体は、廃止・統合され部会となっていたり、存続して部会に組み込まれていたりと様々

である。 
構成員の選任方法は各住民自治協議会により様々である。 
年齢構成は、調査していないため不明（主要役員は、ほとんど 65 歳以上） 
議員は、各住民自治協議会の顧問や相談役となっている。 
組織図参照 

 
（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

３．住民自治協議会の協議テーマについて 
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地区ごとに課題は様々であり、テーマ設定は地区の実情に応じて各地区の住民自治協議会で行

っている。 
 例えば、中山間地域…高齢化対策、空き家対策、移住促進など 
 その他…観光対策、人口減少対策、人材育成 など 
 
４．財政面の支援について、補助金等の財源について 
【財政面での支援】 
既存団体の廃止に伴う市補助金の代替 
・地域いきいき運営交付金 H28 年度予算額   ：370,909 千円 
・地域やる気支援補助金     〃      ：  9,000 千円 
・やまざと支援交付金(中山間地域 13 地区対象)  ： 32,400 千円 
（今年度のみ国の地方創生加速化交付金を一部活用）        

・地域間交流補助金（住自協相互の連携・交流事業）：4,200 千円 
（今年度のみ国の地方創生加速化交付金を一部活用） 

◆住民自治協議会の活動財源について 
市の補助金など（67.4％）地区からの負担金（17.1％）が主。 
（広告収入、バザーなどの売上等事業収入は 1.5％） 
 
５.各々役割・人数・年齢構成、異動の頻度について 

・地区活動支援担当者・支所長・地区担当職員・地域活性化推進員 
 （下表のとおり） 

    職 役割 人数 年齢構成 異動の頻度 

地域活動支援課 

（都市内分権担当） 

支所・住民自治協議会との連絡

調整総括 

22うち正規15 

(7うち正規5) 
― ２～４年 

地区活動支援担当者 

（支所長＋地域活動支援課長

＋地区担当職員） 

担当地区の住民自治協議会に対

する活動支援・連絡調整 33 ― ２～３年 

支所長 支所の総括 27 ― ２～３年 

地区担当職員 支所のない第一～第五地区の住

民自治協議会に対する活動支

援・連絡調整 

5 

（第一～第五） 
― ２～４年 

地域きらめき隊（支所補佐等）

＋隊長（次長）) 

H28年度から支所長補佐の業

務として付与 

地域課題の解決や地域活性化を

進める住民主体の活動の支援 
28+1 ― 

２年 

地域活性化推進員 中山間地域(13地区)の課題解決

に向けた公益事業の具体的業務

実施 

14(2人雇用 

1地区) 
― 

住自協が

雇用 

 

６．職員地区サポートチームについて 

 制度創設当初から職員の自主的参加を求めた為、参加者が少ない。また住自協側も具体的に
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何を依頼すればよいのかわからないことが多く、見直す必要がある。 
 

７．人材の発掘・育成について、各々（地域人材と職員）の取組みについて 

【地域人材について】 

 市立公民館事業の中で「地域力向上事業」として、ボランティアや地域の特色を指導するリ

ーダー養成を実施している。 
 住民自治協議会は、様々な事業を実施する中で、人材の発掘・育成に務めているが、現役世

代は子育てや仕事などが多忙で各地区とも人材不足を抱えている。 
【職員について】 
 住民自治協議会の職員については、地域の中で募集、地区内で集まらない場合はハローワー

クや人材派遣会社から紹介してもらっているケースが一部であるが出ている。 
  

８．都市内分権（課）と支所との連携について 
 必要に応じ、随時、支所と連絡を取り合い、各種事業を実施している。 
また、月 1 回、支所長（支所のない地区の地区活動支援担当者も含め）会議を開催し、その中

で庁内の各課から必要の事項や地区への依頼事項などについて説明している。 
支所のない、中心市街地の第１～第 5 地区に関しては、地域活動支援課で 5 人の地区活動支

援の配置を行い、支所と同様に住民自治協議会等の地区団体の会議など出席し、地区で依頼事

項などについて説明している。 
  

９．支所長権限の強化と支所機能の充実について 
 【支所長権限の強化】 
支所長は各地区の村長であるとの意識改革を促している。 
支所長の権限強化の一環として、地区の団体が行う地域活性化や課題解決に向けた活動に対し

支援する「支所発地域力向上支援金」（1 地区 50 万円）を H26 年度から創設した。 
  また、今年度から新たに支所長補佐を「地域きらめき隊員」として任命し、地域毎に異な

る地域課題の解決や地域資源の活用による活性化などに向け、地域に出向き、埋もれている人

材や資源を掘り起こす中、地域団体と協働しながら活動を行っている。 
 
１０．まちづくり計画の策定について 

 現在策定している地区は 32 地区中 8 地区、策定中は 1 地区となっている。 
 なお、全地区で「地域福祉活動計画」を策定しており、まちづくり計画を地域福祉活動計画

と同一の計画としているところも 4 地区ある。 
 
１１．各々交付金、補助金について 
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（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

         〃 

（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

◆ やまざと支援交付金 

 内容：住民自治協議会が行う中山間地域特有の課題を解決するための事業に対し交付 
     する補助金 
 対象：中山間地域が属する地区の住民自治協議会（13 地区） 
 上限額：事業に対する経費…100 万円 
（草刈や支障木の伐採、除雪、野鼠駆除など） 
      地域活性化推進員の雇用に対する経費…120 万円 
     （両経費を合算し 180 万円が上限） 
 Ｈ27 実績：23,043,396 円（全 13 地区） 
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（出典：長野市役所 地域活動支援課） 

 

 １２．都市内分権を推進する上で、現状の問題点や課題について 

 ◆【住民自治協議会について】 
 「役員のなり手、人材不足」 
特に、中山間地域などでは、若者の都市部への流失が続き、高齢化率が高く(50％を超える地

区もある)、規模も小さい所（人口が 1,000 人を割ったところも）あるなど人材の育成・発掘

が困難となっている地区もある。 
 ◆「住民自治協議会の負担増」について 
住民自治協議会の事務局長については、市からの「いきいき運営交付金」の中で、事務局長人

件費を(年間 120 万円)基に雇用している。勤務形態は､曜日指定もしくは勤務時間指定。しか

し、ほぼ 常勤の状態となっており､サービス残業が生じている。  
加えて､組織の性格上、夜間の会議開催や土日の催事参加が不可欠であり、勤務が無償ボラン

ティア化している。 今後、事務局長のなり手がいなくなるではないかという懸念をもってい

るところもあり、事務局の人件費の増額を要望している地区もある。 
市が住民自治協議会を対象とした新たな補助事業等を行う場合、事務費を補助額に含めておら

ず、住民自治協議会が新規の事業を行えば行うほど事務局（事務局長）に負荷がかかっている。 
市の下請け団体ではない、これ以上お金をもらってもできる人員がないとの意見もある。 
 ◆「補助金の透明性」について 
補助金の管理使途の透明性を担保するために、法人格取得を検討する必要を感じている。 
 ◆「支所の事務量規模の格差是正」について 
複数の支所を束ねる『地域総合事務所』については、支所が無くなることへの反対が強く実現

できていないが、人材不足も顕在化し、支所規模・事務量の格差是正のため、再検討が必要だ

と考える。 
１３．都市内分権へのＮＰＯ団体の関わりについて 

 地区内の NPO などが、地域課題の解決や地域資源の活用などの分野において、コミュニテ
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ィビジネスを進めているところもある。 
 また、農地法の関係で法人格を持たない住民自治協議会が市民菜園を開設できないため、

NPO 法人（一般社団法人）を別組織として立ち上げ、遊休農地を活用した市民菜園を開設し

ているところもある。 
 補助金の申請や融資など法人格が必要となるため、住民自治協議会が直接 NPO 法人と  

なった場合もある（現在公示中）。 
 

１４．市から地域への情報伝達の方法やルートについてお聞かせください。 

例）市主催イベント等の広報、パブリックコメントのお知らせなど 

基本的な依頼事項（イベントのお知らせ、パブリックコメントなど）は、月１回開催の支所長

（地区活動支援担当者）会議で支所から地域や住民自治協議会へ周知する。 
直接住民自治協議会に関係する事項（調査依頼、制度変更など）については、支所長会議で協

議の上、２か月に１回開催される住民自治連絡協議会理事会で協議する。 
新規依頼事項や、重要事項などは、必要に応じ、各地区で開催される住民自治協議会の会議等

において、直接説明や依頼など行う。 
緊急時は、関係する住民自治協議会に直接お願いする場合もある。 
 

１５．各種団体に関する見直し（依頼事務・補助金の見直し、統廃合）において、

苦労した点について 

 既存団体が統廃合されることに対しての反発等はあったが、区長会が解散することに 同意

したことに伴い、他の団体などが統廃合に同意した。 
 補助金については、既存の補助金をまとめた金額を担保し、一括交付金化し、その使い道に

ついては、住民主体で決定していくよう促すことで反発等は少なかった。 
 今まで各種団体に依頼していた事務については、必須事務と選択事務とに分けるため 各課

からの案に基づき代表者会で素案を作り、協議しながら決定したことで大きな   問題など

は生じなかった。 
 

１６．「都市内分権」担当職員以外の職員について、制度がスタートする以前と以

後で市民との協働に関する意識の変化が見られたかどうか、また、職員の意識改

革に効果的な研修等（地域づくりコーディネート能力の育成など）について 

 様々な職員研修の機会を捉え、継続的に都市内分権の研修を実施している。 
 業務を行う上で、住民や住民自治協議会に安易に依頼や要請を行うのではなく、住民側の負

担軽減や必要性について、十分に検討すべきであることを職員が意識するように徐々に変化し

てきている。 
 なお、市民との協働については、平成 26 年度に「協働推進のための基本方針」を当時の市

民活動支援課（現在は、地域活動支援担当）で、平成 15 年に策定した「市民公益活動促進の

ための基本方針」を改定し、各所属で情報の共有をお願いしている。 
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長野県上田市行政視察報告 

 

 

１．上田市の概要及び地域自治センターについて、 

 

 

 

 

平成 29 年 2 月 9 日（木） 
10:00～12:00 
面談者：上田市市民参加協働部市民参加協働・推進課 
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２．地域の個性や特性が生かされたまちづくりを実現させための手法について 

 

（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 

 

 

３．「地域協議会」について 

市の附属機関としての位置づけ 
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（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 

 

 

 

 

 

（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 



行政視察報告書 山田ますと 

14 
 

 

 

 

（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 
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（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 

 

 

４．「地域経営会議」について 

新たな住民自治の仕組み（住民自治組織の設立）の準備過程
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（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 
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（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 
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（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 
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（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 
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（出典：上田市役所 市民参加協働推進課） 
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最後に、 

本市は、大正 14 年に市制を施行し、近隣の村との合併を経て、現在の西宮市域を形成して

おります。行政区域の区分として、津門、今津、浜脇、用海、香枦園、安井、夙川、北夙川、

苦楽園、神原、甲陽園、広田、大社、平木などの本庁地区と、鳴尾、甲東、瓦木、塩瀬、山口

の五つの地区に区分されております。 

これまでは、本庁地区には、支所が担う地域とつながるという機能がありませんでした。今

年度、ようやく、市民局にコミュニティ推進部、地域担当課が新設され、各支所と連携し地域

課題を解決する地域サポート体制が整備されました。 

 

西宮市は、山、海、川、そして、沿岸部、山村部、あるいは商業地帯、住宅地、農村地帯と、

多面性、多様性も本市の特徴の一つです。 

この地域ごとの違いを認識し、地域に合った支援策を考える必要があります。 

これまでのような全市的画一的な手法（施策）だけでは、「特色ある地域づくり」「地域固有の

課題解決」は、実現できない。 

地域固有の課題解決や地域独自の施策を推進するためには、これまでの縦割りを解消し、地

域・住民と協働し地域分権を推進しなければなりません。また、地域住民が、参画と協働に取

り組む手法を検討する必要があります。 

地域とのかかわりを機能的にみれば、自主防災組織と繋がる防災危機管理局、自治会活動と

繋がる市民局、民生委員活動と繋がる健康福祉局、環境衛生協議会と繋がる環境局、また、地

域住民の学習の場である公民館活動と繋がる教育委員会と、参画と協働の名の下、それぞれの

部局の縦割り支援が存在しています。 

各々、個別に持ち込まれる支援メニューが、本来、地域支援活動であるはずが、受け手であ

る地域に負担を掛ける結果になります。 

しかし、ベースとなる地域で考えれば、ともに、「参画と協働」を標榜する各行政部署が、緊

密に連携できるスキームを創ることで縦割りの解消ができると思います。 

 

長野市は、支所が 27ヶ所あり、本庁管轄の 5 地区と合わせ 32 ヶ所の地区で、住民自治協議

会が発足しております。 

住民自治の成り立ちには、本市との違いはありますが、西宮市らしい住民自治を、考える上で

とても参考になりました。 

上田市は、市町村合併から 11 年を経たばかりで、合併を契機に旧上田市にある 3 支所と本

庁 3 地区と合併した 2町 1 村の 9 地域に地域自治センターを設置しています。 

9 つの地域全てに地域協議会を設置しています。 

地域協議会は、各地域団体や自治会連合会などから委員を募り 20人の委員で構成しています。

地域協議会は市の附属機関との位置付けを持っており、市の総合計画の諮問を受けたり、答申

や意見、提言を行っています。委員は、非常勤特別職との位置付けを持っております。 

これまでの 10年間で 3ステージが終了し、現在ステージ 4 まで来ています。 
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ステージごとに期間と到達目標を掲げ進めています。 

ステージ 4は、住民自治組織の発足と地域担当職員の配置が目標です。 

最終段階への手法として、住民自治組織発足の準備委員会的な目的から地域経営会議を立ち

上げています。構成委員は地域協議会メンバーはじめ団体や自治会連合会で構成しています。 

また、地域担当職員は住民自治組織の発足の推進役として配置しています。 

上田市は、西宮市と成り立ちや支所機能や実態に似かよった点もあり、地域の参画協働の手法

やステージごとの取り組みやがとても参考になりました。 
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